
は  じ  め  に 
 
 

道央地域ごみ処理広域化推進協議会におかれましては、平成９年１２月に北海道が策定し

た「ごみ処理の広域化計画」にもとづき、ごみの広域処理に向け検討を重ねられてきました。

しかしながら、道央地域の構成自治体は、各々それまで異なった処理を行ってきた経緯があ

るため、広域地域としての処理方法の決定には配慮されるべき課題が少なくありません。 

昨今、環境問題が大きく取り上げられるようになり、ごみ処理に関しても、各地でダイオ

キシン類問題や埋立処分地の問題など、早期に対処しなければならない事項が続出してきま

した。また、ごみの排出抑制やリサイクルを推進することが社会的に強く求められるように

なり、ごみの分別排出を行うことをはじめ、住民への負担の増加も避けられなくなってきま

した。 

広域処理の方針に加えて、こうした社会環境の変化は、従来の焼却や埋立といった処理方

法に頼らない新しい処理形態を模索したり、採用すべき処理技術の検討を行うことが求めら

れ、また、廃棄物行政に要する費用の増大も予想され、関係者におかれましては、大変なご

苦労をされているものと推察いたします。 

こうした状況の中、道央地域においては最適な処理方法を選定すべく、「ごみ処理広域化

施設整備基本方針（案）」が平成１２年末に策定され、この案の技術的な性能の検証とその他

の方法についても比較検討するために本委員会が設置されました。そこで廃棄物処理に関す

る学識経験者７名にて、基本方針（案）に盛られた可燃ごみの処理を中心に様々な視点から

議論を進め、平成１３年６月から平成１４年５月まで計８回開催しました。 

本専門委員会では、この間に３回開催されたシンポジウムにおける住民の意見や要望も聞

き、さらに、この地域における廃棄物行政担当者との対談内容も踏まえ、この度本委員会と

しての報告を行うに至りました。 

 この報告書を参考にし、道央地域ごみ処理広域化推進協議会におかれましては、処理方法

の決定や、今後の施設建設に役立てていただくように、専門委員会として希望いたします。 
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